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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第１四半期連結
累計期間

第14期
第１四半期連結

累計期間
第13期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 15,139,394 16,736,436 62,593,985

経常利益 （千円） 590,245 529,787 2,229,697

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（千円） 306,635 234,266 1,142,333

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 291,981 231,345 1,136,354

純資産額 （千円） 6,469,387 7,273,126 7,313,737

総資産額 （千円） 26,298,411 28,773,582 30,882,610

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 28.19 21.54 105.01

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 24.6 25.3 23.7

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成27年８月10日）現在において当社グループ（当社及

び連結子会社）が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の向上や雇用・所得環境の改善を背景に、景気は緩

やかな回復傾向で推移したものの、中国経済の減速や、欧州情勢による景気下振れリスクなど、先行きは不透明な

状況が続いております。

当社グループを取り巻く事業環境は、人材関連業界におきましては、景気回復に伴い、企業の採用意欲が高ま

り、人材需要が増加していることに加え、平成27年秋に見込まれる改正労働者派遣法の施行により、人材派遣制度

の活用が進むことが想定されます。また、国内における中長期的な労働力不足に対する懸念や、企業のグローバル

化の進展に伴い、多様な人材の柔軟な働き方を実現する仕組みの提案や人材の能力開発など、採用にとどまらない

多様なサービスが求められています。教育業界におきましては、少子化により国内の18歳人口が2018年から大きく

減り始める「2018年問題」が迫り、競合他社との競争は激しくなっており、新たな分野での市場獲得を目指した事

業の多角化やＭ＆Ａなどの業界再編、業務提携の強化などが進んでおります。また、政府が実践的な職業訓練を行

う新しい高等教育機関の創設について検討を始めるなど、実学的な教育が求められてきています。介護業界におき

ましては、高齢化の進展により、介護サービスの需要が増加する一方で、平成27年４月に地域包括ケアシステムの

構築と費用負担の公平化を目的とした介護保険制度改正が行われるとともに、報酬体系の見直しが行われ、質の高

い介護サービスの安定的な供給とそれを支える人材の確保、医療と介護の連携や、さらなる効果的なサービス提供

を推進することが求められております。

このような状況において、当社グループは、戦略的マーケティング活動による既存事業の拡大や新市場・新領域

の開拓、業務プロセス管理の徹底により、経営の効率化や収益性の向上に取り組みました。人材関連事業は、単な

る人材マッチングにとどまらない、人的リソースの最適化を図るためのコンサルティングサービスに注力し、教育

事業は、顧客基盤拡大のため、成長分野における事業開発やグローバル市場での事業拡大に取り組み、介護事業

は、利用者獲得に向け、ケアマネジャーとの連携強化に加え、医療機関等への営業を強化いたしました。

以上の結果といたしまして、当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期比10.5％増の16,736百

万円となりました。利益面では、営業利益は、主に人材関連事業の減益により、前年同四半期比20.5％減の441百

万円、経常利益は前年同四半期比10.2％減の529百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益については前年同四

半期比23.6％減の234百万円となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

なお、前第２四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較につ

いては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

また、当第１四半期連結会計期間より、「その他の事業」において、「スポーツエンターテインメント事業」

「広告代理事業」を統合し、「アリーナ事業」に名称を変更しております。セグメント名称変更によるセグメン

ト情報に与える影響はありません。
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①人材関連事業

人材関連事業におきましては、幅広い業種で人材需要が好調に推移しました。人材派遣では、営業人員を増強

し、きめ細かなフォローを徹底することで、既存契約の継続・拡大に努めるとともに、顧客の潜在的なニーズを

引き出す提案営業を積極的に展開し、新規契約の拡大と契約単価の向上に努めました。

人材紹介事業では、深刻な人手不足となっている建設業界を重点領域と捉え、専門性を強化して新規案件獲得

に取り組み、建設技術者分野におけるシェア拡大を図りました。

業務受託では、営業及び運営体制を拡充し、これまで培ってきたノウハウの共有・横展開を進めるとともに、

顧客のニーズに対してグループ連携によるサービス提案に積極的に取り組み、民間企業からの受注が増加しまし

た。

この結果、人材関連事業の売上高は前年同四半期比10.1％増の9,121百万円、営業利益は、利益率の高い受託

案件が終了したことに加え、長期的な業容の拡大とサービス強化に向けた人件費の増加により、前年同四半期比

65.7％減の67百万円となりました。

 

②教育事業

教育事業におきましては、社会人教育事業では、ネイル講座や日本語教師養成講座、心理カウンセラー講座な

ど、主要な通学講座で受講生数が順調に増加したほか、今後の成長が見込まれる語学ビジネス、通訳・翻訳ビジ

ネス、留学ビジネス等のグローバル分野におけるサービスを拡充させました。

全日制教育事業では、総合学園ヒューマンアカデミーの本科部門の在校生数は、少子化の影響により減少いた

しましたが、日本語学校においては、４月に佐賀校を新規開設したことに加え、引き続き、中国やベトナムなど

アジア各国からの留学生を中心として在校生数が堅調に推移しました。

児童教育事業では、積極的かつ効果的なプロモーションを展開し、ロボット教室・理科実験教室のフランチャ

イズ加盟教室の拡大に努め、生徒数は大幅に伸長いたしました。

保育事業におきましては、4月に認可保育所「ヒューマンアカデミー上石原保育園」、「ヒューマンアカデ

ミー印西牧の原保育園」、「スターチャイルド中山ナーサリー」の３ヶ所を新規開設し、事業拡大に努めまし

た。

この結果、教育事業の売上高は前年同四半期比11.5％増の5,082百万円、営業利益は広告宣伝費や人件費の増

加のため、前年同四半期比6.4％減の337百万円となりました。

 

③介護事業

介護事業におきましては、主力のデイサービスにおいて、介護報酬改定を踏まえ、運営体制を強化し、利用者

の満足度を高めることで稼働率の向上に努めるとともに、中重度の要介護者などのニーズに対応したサービスを

整備し、体制強化を推進いたしました。また、前期に新規開設した有料老人ホーム１ヶ所と、グループホーム

６ヶ所の入居が順調に進んだことが寄与し、売上は堅調に推移しました。

事業所につきましては、デイサービスセンターとして、平安の湯(愛知県)を新規開設し、事業所数は91ヶ所と

なりました。

この結果、介護事業の売上高は前年同四半期比10.6％増の2,192百万円となりましたが、営業損失は前期下期

以降に開設した事業所の人件費等の増加により、29百万円(前年同四半期は4百万円の営業損失)となりました。

 

④その他

ネイルサロン運営事業におきましては、マネジメント体制を見直し、店舗スタッフの教育制度を拡充すること

で、接客サービスの向上を図り、既存店舗の活性化に取り組みましたが、フランチャイズ店舗の減少などにより

減収となりました。

アリーナ事業におきましては、新たに、プロバスケットボールチーム「大阪エヴェッサ」の本拠地とした舞洲

アリーナの運営を開始したことやスポンサー売上などの増加により、増収増益となりました。

この結果、その他の事業の売上高は前年同四半期比9.9％増の339百万円となり、アリーナ事業の収益改善によ

り、営業損失につきましては、前年同四半期の12百万円から9百万円改善し、3百万円となりました。
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（２）財政状態についての分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、28,773百万円となり、前連結会計年度末の30,882百万円から

2,109百万円減少いたしました。

流動資産につきましては、21,946百万円となり、前連結会計年度末の23,990百万円から2,044百万円減少いた

しました。これは主に、現金及び預金が883百万円、受取手形及び売掛金が1,037百万円減少したことによるもの

です。また、固定資産につきましては、6,827百万円となり、前連結会計年度末の6,891百万円から64百万円減少

いたしました。

次に負債合計は21,500百万円となり、前連結会計年度末の23,568百万円から2,068百万円減少いたしました。

流動負債につきましては、17,902百万円となり、前連結会計年度末の20,407百万円から2,505百万円減少いたし

ました。これは主に、未払消費税等が952百万円、前受金が1,511百万円減少したことによるものです。また、固

定負債につきましては、3,598百万円となり、前連結会計年度末の3,161百万円から437百万円増加いたしまし

た。これは主に、長期借入金が451百万円増加したことによるものです。

純資産につきましては、7,273百万円となり、前連結会計年度末の7,313百万円から40百万円減少いたしまし

た。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益234百万円を計上した一方で、剰余金の配当271百万円を

行ったことによるものです。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 41,000,000

計 41,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,987,200 10,987,200

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

（注）

計 10,987,200 10,987,200 － －

　　 (注)　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。な

お、単元株式数は100株であります。

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 10,987,200 － 1,299,900 － 1,100,092

 

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 108,900 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　10,878,000 108,780 同上

単元未満株式 普通株式　　　　 300 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,987,200 － －

総株主の議決権 － 108,780 －

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式（名義書換失念株式）が300株含まれ

ております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれ

ております。

２.「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式21株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ヒューマンホールディ

ングス株式会社

東京都新宿区西新宿七丁

目5-25
108,900 － 108,900 0.99

計 － 108,900 － 108,900 0.99

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第１四半期累計期間において、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

ヒューマンホールディングス株式会社(E05428)

四半期報告書

 7/18



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,686,222 13,802,385

受取手形及び売掛金 7,761,917 6,724,808

商品 395,449 444,706

貯蔵品 35,480 28,095

その他 1,117,169 951,029

貸倒引当金 △5,302 △4,485

流動資産合計 23,990,935 21,946,541

固定資産   

有形固定資産 2,887,791 2,875,668

無形固定資産   

のれん 473,264 450,249

その他 736,443 744,752

無形固定資産合計 1,209,707 1,195,002

投資その他の資産   

差入保証金 1,907,845 1,889,458

その他 959,384 947,907

貸倒引当金 △73,054 △80,996

投資その他の資産合計 2,794,175 2,756,370

固定資産合計 6,891,674 6,827,040

資産合計 30,882,610 28,773,582

負債の部   

流動負債   

買掛金 209,097 210,445

短期借入金 200,000 350,000

1年内返済予定の長期借入金 1,213,206 1,322,216

前受金 10,051,140 8,539,949

未払金 4,510,581 4,218,751

未払法人税等 524,239 60,739

賞与引当金 722,584 420,306

その他 2,976,575 2,779,595

流動負債合計 20,407,424 17,902,004

固定負債   

長期借入金 2,390,447 2,841,638

役員退職慰労引当金 406,731 384,904

資産除去債務 222,515 218,635

その他 141,754 153,273

固定負債合計 3,161,447 3,598,450

負債合計 23,568,872 21,500,455
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,299,900 1,299,900

資本剰余金 809,900 809,900

利益剰余金 5,264,249 5,226,559

自己株式 △66,314 △66,314

株主資本合計 7,307,735 7,270,045

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,002 3,081

その他の包括利益累計額合計 6,002 3,081

純資産合計 7,313,737 7,273,126

負債純資産合計 30,882,610 28,773,582
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 15,139,394 16,736,436

売上原価 10,674,693 11,816,477

売上総利益 4,464,701 4,919,959

販売費及び一般管理費 3,908,673 4,478,194

営業利益 556,027 441,764

営業外収益   

受取利息 242 321

受取配当金 650 1,432

補助金収入 17,252 11,586

受取補償金 － 62,000

その他 26,274 26,675

営業外収益合計 44,420 102,015

営業外費用   

支払利息 6,371 4,998

賃貸借契約解約損 － 4,715

その他 3,830 4,277

営業外費用合計 10,202 13,991

経常利益 590,245 529,787

特別損失   

固定資産除却損 － 4,178

投資有価証券評価損 16,293 －

減損損失 2,086 1,306

特別損失合計 18,380 5,484

税金等調整前四半期純利益 571,865 524,303

法人税等 265,230 290,036

四半期純利益 306,635 234,266

親会社株主に帰属する四半期純利益 306,635 234,266
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 306,635 234,266

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,380 △2,920

為替換算調整勘定 △6,273 －

その他の包括利益合計 △14,653 △2,920

四半期包括利益 291,981 231,345

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 291,981 231,345

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として

計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費含む）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
 
 

前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 129,293千円 146,377千円

のれんの償却額 2,417千円 23,014千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 250,200 23  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 271,956 25  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日 至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 人材関連事業 教育事業 介護事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,287,979 4,558,985 1,983,368 14,830,332 309,061 15,139,394

セグメント間の

内部売上高又は振替高
19,882 27,750 697 48,329 92,715 141,045

計 8,307,861 4,586,735 1,984,065 14,878,662 401,777 15,280,439

セグメント利益又は損失(△) 198,079 360,293 △4,572 553,801 △12,409 541,391

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ネイルサロン運営事業、
アリーナ事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 553,801

「その他」の区分の利益 △12,409

セグメント間取引消去 1,106

各セグメントに配分していない全社損益（注） 13,529

四半期連結損益計算書の営業利益 556,027

（注）主として持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益であります。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　「その他」において、閉鎖が決定している店舗の固定資産の帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては2,086千円であります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日 至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 人材関連事業 教育事業 介護事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 9,121,723 5,082,289 2,192,676 16,396,688 339,747 16,736,436

セグメント間の

内部売上高又は振替高
34,993 34,132 476 69,602 223,773 293,375

計 9,156,716 5,116,421 2,193,152 16,466,291 563,520 17,029,812

セグメント利益又は損失(△) 67,888 337,352 △29,391 375,849 △3,118 372,730

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ネイルサロン運営事業、
アリーナ事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 375,849

「その他」の区分の利益 △3,118

セグメント間取引消去 1,033

各セグメントに配分していない全社損益（注） 68,000

四半期連結損益計算書の営業利益 441,764

（注）主として持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益であります。
 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社の連結子会社であるヒューマンライフケア株式会社が行う保育事業につきましては、今後の事業展開を

勘案し、グループ全体の経営実態をより適切に反映したマネジメントアプローチについて検討した結果、前第

２四半期連結会計期間より従来の「介護事業」から「教育事業」に報告セグメントを変更いたしました。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　「教育事業」を行なう連結子会社が所有する一部の校舎において、営業活動から生ずる損益が継続してマイ

ナスとなる状況であるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上いたしました。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては1,306千円であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 28円19銭 21円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
306,635 234,266

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
306,635 234,266

普通株式の期中平均株式数（株） 10,878,300 10,878,279

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月10日

ヒューマンホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　均　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　立雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗原　裕幸　　印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヒューマン

ホールディングス株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２

７年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヒューマンホールディングス株式会社び連結子会社の平成２７年６月

３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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